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地域をベースとした人材育成システム
ー教えるという役割をつうじた戦略的技能継承－
千　　里
1．問題意識
従来，人材開発，人材育成を行う主体は，企
業であったということができる。人材開発，人
材育成の主体が企業にあると考えられる状況で
は，個人はその職業右っうじたキャリア形成の
ある部分を企業に委ねることができた。けれど
も，現在，キャリア形成の主体は変わりつつあ
り，従業員個人にそれぞれ自律的なキャリア形
成が求められるようになっている。一方で，技
能・技術の継承を図り，技術者・技能者の育成
を進めようとする場合，企業がある程度イニシ
アチブを取りながら，人材開発，人材育成が進
められる場合も少なくない。とくに，技能・技
術が産業や地域特殊的なものであり，かつそれ
らの技能・技術を習得する機会が限られている
ような場合には，一企業の人材開発体系の枠を
超えて，複数の企業や関係団体等の連携によっ
て人材育成を行おうとする機運が高まっている1。
図表1のとおり，各地の様々な産業で地域を
ベースとして人材育成面での連携を図る動きが
加速している。いくつかの例を挙げると，造船
業では，いわゆる「因島モデル」がそれに該当
する。広島県尾道市には，造船関連技術者の人
材育成を図るために因島技術センターが設けら
れ，官民が一体となって技能工の養成を行って
いる。因島技術センターに設けられた3つの専
門コースを卒業した人数は足掛け8年で約500
図表1：地域をベースとした人材育成の例
業種 地域 内容 目的
造船 因島地域 ・尾道市 因島技術セ ンターの設置
造船技能の伝承 と造船関連技
術者の育成
アパ レル 関西地域 ・大阪市
協 同親合関西 ファ ッション連 人材育成，人 材の発掘をは‾じ‾
合 の立 ち上 げ めとする中小メーカー支援
ものづ くり
群馬地域
アナログ人材育成 スキームの 産官学連携によるアナログの
（アナログ技術） 構築 回路技術の伝承
ものづ くり 福 島地域
マイスターズ ・カ レッジ（職 県内の中小企業における製造
人大学）の設立 現場の リーダー育成
医療 北海道地域
院生に対する奨学金制度 と大 地域医療の拡充，医師不足の
学 問単位互換 システムの創設 解消に向けた人材育成強化
出典：日本経済新聞記事より作成
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人を超え，その7割以上が地元で造船業に携わっ
ている（日本経済新聞2007年5月8日）。また，
関西のアパレル業界でも，大阪ニット卸共同組
合（加盟社数363社）と大阪織物卸協同組合
（同262社），大阪アパレル協同組合（同170社）
が「協同組合関西ファッション連合」を結成し，
アパレル産業に携わる人材向けのセミナ「を開
催する（日本経済新聞2007年4月9日）などし
て，加盟企業の90％を超える中小企業の支援を
行うという。さ－らに，地域医療の担い手と，なる
人材の育成といったところをみると，北海道で
時医嗟系学部をも？瑳肉太学問の導甥，およ建
一定期間道内都市部以外の病院での勤務を条件
とする奨学金制度の創設によって，地域医療を
担う医師の育成を図ろうとしている（日本経済
新聞2007年7月2日）。
地域における伝統産業でも同様に，地域をベー
スとした人材育成が進められている。経営学的
な視角から酒造業を対象とした人材育成に焦点
をあてた研究の蓄積は少ない状況であり，関
（2005；2006a）では，新潟県酒造業と山形県
酒造業を例として，地域をベースとした技能者
人材の育成について取り上げた。
本稿は，地域をベースとした人材育成につい
て，新潟県酒造業が自前で立ち上げた地域ベー
スの人材育成の仕組み，すなわち新潟清酒学校
に対する研究を深化させ‾ようとす‾るなのであるJ
なかでも，技能を伝えられ，後継者として育成
された人材が，長じて技能を教える役割を果た
すことに焦点をあて，同地の酒造業における人
材育成の仕組みに，被育成者が育成側に回るこ
とが意図的に組み込まれていることに注目する。
また，地域の連携によって人材育成の継続性が
維持されることに付随して，教えるという役割
を果たす側の人材育成が行われることに伴う効
果を検討する。
2．先行研究の整理
清酒の醸造工程の基本は，1560～1580年ごろ
に固まったとされるが（生物工学会編2000），
その後安定的な製造，すなわち微生物を用いた
発酵過程の安定化を図るペく，醸造・発酵・バ
イオといった見地から大蔵省醸造試験所（現：
独立行政法人酒類総合研究所），および各企業
の研究開発部門等による研究が進められ，その
成果が現場にフイ「ドノ†芝之されている。†経営
学的研究としては，産業としての酒造業につい
ての研究（桜井1981；加護野・石井1991；森本・
矢倉1998）が挙げられる2。
酒造業における技能者・技術者についての研
究では，杜氏に焦点を当てたものが見られる。
杜氏の成り立ちについては，出稼ぎによる酒づ
くりという就労形態の成立を論じたもの（中村
1999；松田1999）があり，特に矢野（2004）で
は，諏訪地域の酒造出稼ぎ労働について聴き取
り調査を行い，生業セットとしての出稼ぎとい
う構造が明らかにされている。また，杜氏自身
あるいは彼らに近い人びとが技能・技術習得の
経験や酒蔵での生活をまとめたもの（農口2003；
高浜2003；藤田2004など）では，洒づくりの技
能‾‾‘‾技術を習得してい‾くプロセスが，‾体験的に
論じられている。
酒づくりの後継者育成，技能・技術継承への
関心の高まりは，人材育成が業界共通の課題と
なっていることを示している。もっとも，㍉経営
学的研究において，酒造業を対象とした人材育
成を扱ったものは必ずしも多くない。畑（1992）
では，日本酒造組合中央会が主催する事業の1
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つとして，研修制度と通信教育をつうじた酒造
従業者の育成が紹介されている。また，地域を
ベースとした酒造技能者・技術者の育成に関し
ては，新潟（嶋‾1991，2007；関2005），山形（小
関1992；関2006a）での取り組みについて論じ
た研究がある。
3．酒造業に対する人材育成支援
ここでは，酒造業での技能者人材育成につい
て，人材育成の主体キその制度的特徴という点
から整理を行う。酒造業における人材育成を，
主体となる瑳関・組織という観点から整理した
場合，その流れを図表2のようなかたちで整理
することができる。
第一の流れは，国立の試験研究機関によるも
のである。その主体となってきたのは，大蔵省
醸造試験所である。1904年に設置された醸造試
験所は，同所で開発・改良された技法を全国に
広めるために，「醸造に関する講習」が主要事
業に位置づけられており，1905年には酒造講習
が開催されている。以後100年以上にわたって，
独立行政法人化された現在に至るまで，酒造場
の子弟や従業員向けの講習を行い，人材育成の
一端を担っている。
第二の流れは，業界団体・専門機関・公設研
究機関による人材育成支援である。この流れに
位置づけられる団体・機関・組織は，酒造業を
専門的に支援しようとする目的によって設立さ
れたものである。人材育成に大きな貢献を果た
してきた代表格が，酒造メーカーの連合組織で
ある日本酒造組合中央会や，専門機関である財
団法人日本醸造協会による教育・研修制度であ
る。中央会では，経営層や従業員の育成のため
の講習を行ってきた。現在では，通信教育によ
る講座が設けられている。また，醸造協会は，
醸造試験所の第1回酒造講習を終了した講習生
を中心に1906年に発足した団体である。事業の
中心には，雑誌の刊行，純粋酵母の培養，そし
て酒造講習会の開催が据えられている。このよ
うに，酒造組合中央会と醸造協会は，講習会を
メインに人材育成を行ってきたわけである。
さらに，都道府県の公設研究機閲，たとえば
図表2：酒造業における人材育成の系譜
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工業技術センターなどによる人材育成も同じ流
れに位置づけられる。地域の主要な産業に対す
る支援は，公設研究機関にとって重要な業務で
あると認識されており（閲2006b），とりわけ
酒造業の地域産業に占めるウェートが高い場合
には，産業支援の一環として，公設研究機閑が
積極的に人材育成に関与している。本稿で取り
あげる新潟には，新潟県醸造試験場という県立
の試験研究機関があり，新潟清酒学校の運営に
も深く関与している。
第三の流れは，各地域に住む杜氏，酒造技能
者の連合組織である杜氏の組合J協会＿・．連合会
を中心とするものである。各地の杜氏組合・協
会・連合会では，労働条件の統一や，会員間の
交流・親睦の活動に加えて，講習会を開き，酒
づくりの知識，技能の向上を図る活動を行って
きた。杜氏組合が人材育成にかかわるのは，組
合が長年人材派遣会社のような役割を果たして
きたことに起因している。人材派遣会社が登録
者への研修メニューを揃えるのと同様に，杜氏
組合・協会・連合会もその地域の技能・技術レ
ベルを高め，一定の水準以上の技量を維持する
ために，人材開発の機会を整えている。また，
酒造技能者の側からしても，技能・技術を高め
なければ，責任ある仕事に就くことができず，
賃金も上がらないため，彼らには自分の腕を磨
くことがインセンティブとして働くわけである。
このようなニーズをもとに，杜氏を務めている，
あるいは自分の技能を高めて杜氏を目指そうと
する技能者への技能習得の機会として，杜氏組
合・協会・連合会の主催により夏期の講習会が
開催され，人材育成がなされてきた。
これら3つの人生育成に係る流れについて，
相互の関係をみると，第二・第三の流れに沿う
活動も，第一の流れと無関係なものではなく，
醸造試験所による科学的研究，技術的改良の成
果と，それにともなう酒造理論の体系化の成果
を受けて，重層的に展開されてきたわけである。
そして，3つの流れは現在に至り，それを受け
て酒造業における人材育成の仕組みの大枠が整
えられているが，酒造技能者の育成に占める役
割の大きさには変化が出てきている。
たとえば，OfトJTとOJTをいかに組み合
わせ，酒造技能者を育成するかという問題があ
る。第一の流れをくむ酒類総合研究所，第二の
流れをくむ酒造組合中央会，．＿日本醸造協会によ
る人材育成は，それぞれ講習会形式で行われて
いる。また，第三の流れでは，いわゆる3大杜
氏の集積地域である，丹波・越後・南部におい
て夏期に開催される講習会が，人材育成の仕組
みの中核をなしている。けれども，講習会形式
であるという教育・研修のやり方に付随する制
約は否めない。とりわけ，それが実際の仕事の
場面と距離的・時間的に離れている場合，人材
育成の仕組みを運営する上でOff－JTとOJT
を組み合わせにくく，またOfトJTを受講した
後のフォローが行いにくい，あるいは現場での
OJT，実習が伴わない場合には知識の定着が
不安視されるといった問題がある。
もちろん，酒造技能者の育成において，講習
会‾と‾いう‾形式の有効性が低下しているわけでは
ない。講習会に参加し，酒造理論や醸造学的知
識を集中的に学ぶことは，知識のブラッシュアッ
プに効果的である。加えて，講習会の場に集ま
る同業他社の技能者・技術者と交流し，直接的
に情報交換が図られることの効果が大きい。
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4．地域をペースとした人材育成
一新潟酒造業の事例
そこで酒造業では，OfトJTとOJTをリン
クさせ，講習会頼みの人材育成を発展させ，よ
りターゲットを絞って人材育成の効果を高める
ため，他の業種に先駆けて地域をベースとした
仕組みづくりが図られてきた。それは，酒づく
りに携わる人材の技能・技術習得に係る環境が，
他の業種に比べて比較的早い段階で構造的変化
の時期を迎え，後継者育成が急務になったとい
うことに付随した動きである。
4．1　酒造業における技能習得
酒造業では，杜氏を頂点とする酒造技能者集
団に製造が委ねられ，経営者サイドは製品の販
売や経営管理を行う，いわゆる「店と蔵」の分
離という体制が一般的であった。言い換えれば，
製造工程はアウトソーシングが行われてきたの
である。
酒造技能者のキャリア形成について考えると，
彼らは，参加を許されれば一冬杜氏集団と作業
を供にする。そして継続的にその集団に加わり，
様々な仕事をこなしながら技能を高め，最終的
に杜氏レベルの力をつけていったわけである。
しかし現在では，高齢化に伴う後継者不足の
慢性化や酒造技能者集団の衰退が顕著であるた
め，前述のような伝統的なかたちで技能を習得
することは非常に困難である。阜こで，従来型
のキャリア・パスをつうじて技能を身につけた
人たちの経験を受け継ぎ，新たな方法で習得で
きるような人材育成の仕組みづくりが，各地で
進められている。
酒造業における地域をベースとした人材育成
の辱関は，（a）学校形式，（b）公設研究機関の
イニシアティブに畢づくもの，そしてその両方
を組み合わせて行う（C）折衷型（関2007）の取
り組みに大別される。なかでも，時機の先見性，
人材育成制度の継続性，人材育成の成果，といっ
た面から注目されるのは新潟地域における「学
校形式」の人材育成である。
同地では，地域に所在する専門研究機関であ
る新潟県醸造試験場と，酒造業の連合体である
新潟県酒造組合が核となり，酒造業に関連する
全ての関係者を巻き込みながら新潟清酒学校を
設立し，まさに地域をベースとした人材育成が
継続的に行われている。そして，特筆すべき点
としては，卒業生から県内メーカーの28社で杜
図表3：新潟清酒学校の概要
主　 体 新潟清酒協会 （関連 4団体）
対　 象 新潟県内の酒造企業に通年雇用されている35歳以
下の従業員 （企業主の推薦要）
期　 間 3年間 （1年17日程度）
定　 員 20名 （若干増減有）
備　 考 卒業生は300人起。約90％が県内メーカーに在籍。杜氏を担当する卒業生28名。
1．基礎化学および醸造学の知識
2．清酒製造および醸造学の知識
3．法規・法令に関するもの
4．業界に関するもの
5．清酒の知識に関するもの
6．監督者に必要な基礎知識
7．一般常識に関するもの
8．その他必要なもの
出典：新潟清酒学校提供資料より作成
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氏あるいはそれに相当するポジションに就く人
材が出ていること，さらに本稿で取り上げる
「教えるという役割を果たす側の人材」の育成
が地域をベースとした人材育成の仕組みに組み
込まれていることが挙げられる。
以下ではまず，新潟県の酒造業における杜氏
候補者ならびに酒づくりの現場での仕事に携わ
る技能者の育成を目的とする学校制度の仕組み
を整理する。さらに，地域をベースとした人材
育成の仕組みに，教えるという役割を果たす側
の育成が組み込まれていることを示し，そのこ
とによる人材育成上の効果について検討する。
4．2　学校制度の概要
新潟県酒造業は，1984年に「新潟県清酒業界
の発展に寄与する人材を育成する」という目的
をもつ「新潟清酒学校」を設立し，人材育成を
進めている。その運営に際し，教室をもたない
学校（嶋2007）として設立されたことから，酒
造会社が製造現場を，県醸造試験場が研究室を
実習の場として提供している。清酒学校の修養
年数は3年，勤務先の推薦を受けた者が毎年20
名前後入学し，通常業務と並行して受講する。
清酒学校における実習・講義の内容は，由っ
の柱からなる。それは，①基礎科学および醸造
学の知識に関するもの，②清酒製造知識および
醸造学の知識に関する－ものす③法規一一・一一法令に関
するもの，④業界に関するもの，⑤清酒の知識
に関するもの，⑥監督者に必要な基礎知識に関
するもの，⑦一般常識に関するもの，⑧その他
必要なもの，である。
①から③が技術関連の実習と講義に係る領域
である。とりわけ，清酒製造に直結する知識の
習得を目的とした②には，原料関連，麹関連，
酒母関連，精成・貯蔵・ろ過，出荷管理や酒税
関連事務等に関する講義と，微生物・分析・き
き酒に関する実習などが含まれており，十分な
時間が割り当てられている。講義では，酒造技
術・技能に直結する内容以外にも，④から⑧の
講義が設けられている。これらを受講すること
で，酒造技能者に求められる幅広い知識の洒養
が企図されている。
清酒学校の卒業生は300名を超え，うち261名
が県内メーカーに在籍している（2004年現在）。
また，2007年春現在，県内メーカー98社のうち
28社の杜氏またはそれ柱相当する職位を謹める
人材を卒業生から輩出している。これらの数値
が，清酒学校が果たしている，県内企業への酒
造技能者の供給機能を端的に表している3。
4．3　学校での講師の役割
前述のとおり，清酒学校の学習内容は，試験
的に醸造を行って清酒製造の一連の工程を体験
する実習すなわちOJTと，酒造理論や分析法
など座学による講義すなわちoff－JTの組み合
わせである。本稿では，学校で講義・実習を担
当する講師に焦点をあわせ，地域をベースとし
た人材育成システムにおいて教える役割を果た
す存在としてみていく。
講師陣は，その出身母体から3群に分けられ
る6－第一は；一癖潟県醸造試験場所属の研究員で
ある。彼らは，専門的知識に基づく醸造理論や
分析，発酵管理などの講義・実習を担当する。
第二は，新潟県清酒研究会に属する講師である。
その多くが，酒造会社の分析・研究部門に勤め
る技術者である。実習・講義の担当は，原料米，
分析，ろ過など製品の品質管理に係る部分に加
え，機器管理，生物・化学の基礎的講義も担当
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する。
第三は，新潟県酒造従業員組合連合会に属す
る講師である。その名称が示すとおり当初，農
業と兼業で酒づくりに携わる伝統的な働き方の
技能者中心の組織であったが，酒造会社に勤務
する従業員にも門戸が開かれ，現在では清酒学
校卒業生の大半が所属するようになっている。
講義・実習の担当は，酒づくりの要の部分であ
る原料米処理，製麹，酒母，もろみの管理およ
び調合，ろ過，出荷管理等である。
学校の講師陣は数年おきに行われる幹部によ
る講師勉強会で検討され，見直し・入れ香車が
行われる。ここ数年は特に，前述の第二，第三
の講師陣に占める清酒学校卒業生の数が増加し
ている。
4．4　教わり，のち教えるという経験
学習内容には，限られた講師陣のみが専ら担
当する領域がある。それは，酒づくりの総合的
な技能・技術が問われる「吟醸づくり」に関す
るものである。
吟醸づくりと称される技法は，厳選された原
材料（酒造好適米や酵母）を用い，米の精白歩
合を高めた（50％あるいはそれ以上を糠にする）
うえで，製造工程で手作業が多く用いるもので
ある。それゆえ生産量も限られ，工程全般に細
心の注意を払わなければならない。それは特に；
全国新酒鑑評会の出品基準に則ったスペックの
酒（大吟醸酒）づくりで顕著に用いられる。
吟醸づくりを用いた酒が世に出て，専門家や
杜氏仲間から評価を受ける機会の1つが品評会，
鑑評会である。たとえば，「全国金賞10回」と
か「閲信局首席」などの結果は評価される。そ
れらの場で，評価を受けた技能者が，授業や特
別講演会での吟醸づくりの講師に選ばれること
は少なくない。
先述したように，第三の講師陣に占める学校
卒業生の割合は増加傾向にある。けれども，そ
のことが酒づくりに携わる技能者・技術者の間
で，納得感を得られなければ，学校で教えられ
る技能・技術の体系までもが揺らぐ問題になる。
だが，酒造技能者の準拠集団内の評価が，吟醸
づくりに基づく鑑評会での成績を反映するもの
であれば，良い評価を収めた卒業生が講師に推
挙されることに偏向は伴わない。かくして清酒
学題や講師に垣げれ亘卒業生握，教える役割を
務めるようになる。
卒業生として，教わる側から教える側になっ
た技能者は，「改めて教科書を読み直した」「自
分のやっていることを整理してみた」と口を揃
えて言う。そして，教えることの意味を問うと
「教えることで真剣に勉強した」「改めて作業の
意味を理解した」「自分の洒づくりにもいい影
響があった」といった言葉がかえってくる4。
このように，教えるという役割を果たすこと
により，教わったことの再確認，理論の定着，
手法，作業の意味の理解が促進される。さらに，
自分の技能についてその到達点を確認し，それ
を相対化した上で再構成する，という人材育成
上の効果が確認されるのである。
新潟酒造業におけ－る人材育成の仕組みで特筆
すべきことは，学校設立当初から講師陣の入れ
替えが想定されており，いわば戦略的に卒業生
に教えるという役割を担わせようとしてきたこ
とにある。
8　　　　　　　　　　　　　　地域をベースとした人材育成システム（関）
5．発見事実の分析
5．1　技能習得の仕組みの変化
新潟県酒造業の事例分析から，地域をベース
とした人材育成に関する発見事項を以下に指摘
する。
まず，人材育成の基底が変化しているという
ことである。その変化に素早く対応したのが，
新潟県酒造業であった。越後杜氏が分布する地
域の産業だったからこそ，酒造技能者を長期的
に確保していくことへの不安を直接感じ取れた
わけである。一一この点が，杜氏集団を他の地域か
ら呼び寄せれば事足りる，という具合にしかそ
のトリガーを感じとれなかった地域とは異なる
ところである。
その危機感が地域で共有されていたからこそ，
ある部分では直接的に利害が対立する企業が集
まり，専門の研究機関や団体と連携して，地域
ぐるみで清酒学校を立ち上げることにつながっ
たわけである。清酒学校の立ち上げにより，新
潟地域では，企業の枠を超えた学校という場に
おいて基礎技能の習得が図られ，そのことが酒
造技能者の基礎技能育成の円滑化に寄与してい
る。また，そのことが地域企業のプラットフォー
ムとして機能している。
百：‾2　‾教え‾るという役割を果たすこと由効菓
次に，地域をベースとした人材育成の仕組み
に，それを通じて育成された側が，育成する側
にまわり，教えるという役割を果たすことが意
図的に組み込まれている点が挙げられる。すな
わち，酒造技能者，ならびにより明確に杜氏候
補，後継者と目される人材をまず育成し，同時
に彼らが自らの技能を高めることができたなら
ば，清酒学校の実習・講義の場面で講師役を務
める役割を与え，育成する側の育成を図ろうと
していることである。
このことには3つの効果がある。第一に，教
えるという役割を果たす人自身に係る効果であ
る。それは，被育成者が教える側にまわること
により，その時点までの自らの技能が相対化さ
れ，技能レベルの再確認につながっていくとい
う点に顕著にみられるものである。教えるとい
うことが一番の勉強であるということは一般的
な通念レベルで理解が容易であろう。新潟清酒
学校の事例から，－そ1のことが専門酪な基礎技能
の習得についてもある程度安当性をもっている
ことを示している。
第二に，教えるという役割を果たす，あるい
は果たしうると存在であると認める基準が，地
域に存在することに係る効果である（西尾・関
2007）。新潟の酒造業の場合には，技能・技術
の水準の指標というべきものが醸造試験場に象
徴されている。また，清酒学校の幹部による講
師勉強会の場において，評価を受ける。
第三に，学校で教えるという役割を果たす集
団，あるいは実践的共同体（Wenger，et al．
2002）において，相互評価を受けながら，フェ
イス・トゥー・フェイスの情報交換が可能にな
ることに伴う効果である。各人の有する専門的
技醇・技術味　教えるという役割を果たす立場
になったことにより岨噂された上で，学校を通
じて教えられる。同時に，講師陣同士によって
それぞれの専門的技能・技術が相互に評価され
る場にもなるわけである。また，普段は会うこ
との少ないメンバーと顔を合わせる機会が得ら
れることにより，フェイス・トゥー・フェイス
で情報，ノウハウの交換が促進される。これに
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より，上・中・下越にわたる新潟県酒造業に距
離的近接性が与えられる構造になっている。ま
た，育成者の役割を果たすことで自分に技能を
教えてくれた先輩たちの役割や立場を理解し，
産業共同体への理解を深めることにもつながっ
ている。
5．3　中小企業の人材育成へのインプリケー
ション
中小企業の人材育成，人材開発のある部分は，
その組織的インフラと通常業務の遂行過程と不
可分に結びついている（Hill，2004）。また，中
小企業の人材育成，人材開発には，ビジネスの
規模や経営資源上の制約に起因するところのみ
ならず，いくつかの欠けている部分（1acks）
があるともいわれている。経営者による人材育
成への理解が少ない，管理者（マネジャー）が
人材育成にかける時間をもてない，短期的な競
争力強化につながるところに資金を配分するた
めに人材育成には資金的なサポートを行いにく
い，など社内的なものだけではなく，中小企業
にフィットする人材開発，あるいは教育・訓練
のツールや手法が充分ではない（Taylor，et
al．2004），といった社外的なところも欠けて
いる部分として指摘されている。
地域をベースとした人材育成システムが，活
用主体として中小企業を想定‾し，そのニーズに
あったかたちでその運営が行われれば，中小企
業は人材開発，人材育成の一端に地域ベースの
人材育成システムを取り入れて人材問題を考え
ることができる。とくに，基礎的技能，．知識の
習得に適した仕組みが整えられることは，中小
企業にとって大きなチャンスとなる。つまり，
従業員の技能・技術の底上げによる人的資源の
強化をつうじて，中・長期的に競争力を鍛える
という可能性が見えてくるのである。地域をベー
スとした人材育成システムをつうじて獲得され，
ブラッシュアップされる技能・技術や知識それ
自体が，学校あるいは講習会等のOffJTによっ
て教えることができる性質をもったものに過ぎ
ないという意見もあるだろう。しかし，それが
基礎的なものであるとしても，その重要性を減
じるものではない。新潟県酒造業において清酒
学校で学ぶ技能・技術や知識が，より高品質な
清酒をつくる「吟醸づくり」に関わる技法の土
ヽ
台をなしているように，地域をベースとした人
材育成システム，なかでもOff－JTによって教
えることができる性質をもった基礎的な技能・
技術は，新たな技術や，それを活用した新製品・
新サービスを創みだす基盤をなすものである。
そのため，地域をベースとした人材育成システ
ムをつうじて基礎的，基盤的な技能・技術や知
識が，地域の各社にもたらされることによって，
当該地域の企業競争力が全体的に底上げされる
と考えることができる。
ただし，それらを個別企業の競争優位性の源
泉となるものにまで高めるには，その技能や知
識が各企業の現場において実践に移され，さら
に高められていくことが必要になる。企業の競
争優位性の源泉となるような知識は，不可視的
であり，‾組織全体的に埋めこまれ，かつ経路依
存的であるといった性質をもっている
（Tallman，Jenkins，Henry＆Pinch，2004）。
そのような性質をもっていればこそ，他社によ
る模倣可能性が低下し，自社の競争優位性の源
泉となるような技能・技術や知識となっていく
のである。
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［註】
1　図表1に示した取り組み以外にも，各地において地域
活性化を目的とした取り組みが行われている。たとえば，
中小企業金融公庫編（2007）では，北海道苫小牧，秋田
県秋田，岩手県宮古・下閉伊，岩手県北上川流域，栃木
県東部，東京都葛飾，長野県飯田，島根県東部の8地域
の事例が扱われている。
2　伝統的な嗜好品であり，食文化の一翼を担う清酒への
関心の高さを反映し，清酒にまつわる書籍は多い（坂口
1957［文庫版2007］；秋山1994；篠田1999など）。また，
特定地域の酒づくりやある時代以降の酒造業の形成過程
を論じたもの（上村1989；篠田1989；藤原1999；青木
2003など）や，清酒の品質向上，製造方法の改良等に従
事する立場から酒づくりを論じたもの（上原2002；蓮尾
2004など）の蓄樽もある。本稿がなるにあたっては，こ
れらの研究からも示唆を得ている。
3　清酒学校卒業生のうち，現在も新潟県内の酒造メーカー
に在職しているのは約90％に達している。また，新潟地
域では技能士資格の取得も積極的に勧めており，平成16
年段階で，卒業生のなかから，酒造技能士1級取得者が
63名二‾酒造技能士2級取得者が96名う‾まれている。
4　内容は清酒学校の授業，合宿講義における参与的観察，
および平成17年度に行った越後杜氏2名，卒業生杜氏3
名への聞き取り調査によっている。
